
　議案第１３号　　

令 和 ８ 年 度 上 越 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算

　（総則）

　第１条 令和８年度上越市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

　第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 　接続世帯数 戸

（２） 　年間総処理水量 ｍ
3

（３） 　一日平均処理水量 ｍ
3

（４） 　主要な建設改良事業

　　イ.管渠建設改良費 千円

　　ロ.処理場建設改良費 千円

　　ハ.有形固定資産購入費 千円

　（収益的収入及び支出）

　第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業外費用中企業

債利息 ８２６，８２７千円の財源に充てるため、企業債３８５，７００千円を借り入れ

る。

　　　　　　 収　　　　　　　　　　入

　　第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

 　　　　　　支　　　　　　　　　　出

　　第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第４項 千円

　（資本的収入及び支出）

　第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出

のとする。）。

１８６，４３１千円、当年度利益剰余金処分額１１０，２５９千円で補填するも

下水道事業収益 ９，４４２，９５８

営 業 外 費 用

下水道事業費用

３，８８８，４０３営 業 収 益

営 業 外 収 益 ５，５５４，５５５

営 業 費 用 ８，３２７，９９１

９１２，８６４

９，２４５，８５５

５７，６７４

１４，３０６，３５４

３９，１９５

４，３３６

２，８１４，６３３

８０３，６２９

１，７７５，８１７千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

額に対し不足する額２，０７２，５０７千円は、当年度分損益勘定留保資金等

予 備 費 ５，０００
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　　　　　　 収　　　　　　　　　　入

　　第１款 千円

第１項 千円

第３項 千円

第５項 千円

第７項 千円

　　　支　　　　　　　　　　出

　　第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第４項 千円

　（債務負担行為）

　第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　（企業債）

　第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　　起債の目的 下水道事業

　　限　度　額  ６，０２４，６６３千円

　　起債の方法 証書借入　（借入時期は令和８年度中とする。ただし、工事の進捗状

況等により起債額の一部を翌年度に繰り延べて借り入れることができ

る。）

　　利　　　率 年　５．０％以内　（ただし、利率見直し方式で借り入れる政府資金

等について、利率の見直しを行った後においては、当該見直し後の利

率）

機能高度化事業
令和8年度から
令和10年度まで

1,724,747千円

112,000千円

板倉浄化センター運転管理費
令和8年度から
令和9年度まで

41,000千円

８，１２０，１６３

建 設 改 良 費

固 定 資 産 購 入 費

１１，８８８，４７４

企 業 債 償 還 金

浄化センター運転管理費（特環：中郷・名立）
令和8年度から
令和10年度まで

浄化センター運転管理費（公共：柿崎・大潟）
令和8年度から
令和10年度まで

３，０６９，９９６

国 庫 補 助 金

負 担 金 等

６，７０８

３，７６１，６０３

下 水 道 事 業
資 本 的 支 出

９，８１５，９６７

１２２，０６８

５，６３８，９６３

187,500千円

事　　　　　項 期　　　間 限　度　額

下 水 道 事 業
資 本 的 収 入

企 業 債

９８４，９４０

他 会 計 補 助 金
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　　償還の方法 政府資金についてはその融資条件により、その他の資金については融

資先と協議して定める。ただし、財政状況その他の都合により、据置

期間及び償還期限を短縮し、若しくは繰上償還又は低利に借換えする

ことができる。

　（一時借入金）

　第７条 一時借入金の限度額は、９，０００，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）　各項に計上した予定額に過不足を生じた場合における同一款内で、これらの経費

の各項間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又

はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）　職 員 給 与 費 千円

（２）　交　　際　　費 千円

　（他会計からの補助金）

１，８８２，０５８千円である。

　（利益剰余金の処分）

に対し不足する額の補填に処分するものとする。

令和８年２月２７日提出

　上越市長　　小　菅　　淳　一

２４２，７８９

７０

　第１０条　下水道事業会計助成のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、

　第１１条　当年度利益剰余金のうち１１０，２５９千円は、資本的収入額が資本的支出額
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予定額(千円)

① 9,442,958

1 3,888,403

1 3,738,561

1 3,738,561

2 126,944

1 126,944

3 18,738

1 18,738

6 4,160

2 163

3 3,703

4 294

2 5,554,555

2 949,783

1 949,783

5 4,601,084

1 4,601,084

8 3,688

3 471

5 3,217

予定額(千円)

① 9,245,855

1 8,327,991

1 401,218

1 12,383

2 5,154

3 1,703

5 60

6 3,660

7 339

11 127

13 165

14 219

15 60,461

17 9,871

18 204,761

20 70手 数 料 庁用車法定点検手数料等

光 熱 水 費 マンホールポンプ電気料金等

通 信 運 搬 費 マンホールポンプ電信電話料等

委 託 料 マンホールポンプ維持管理業務委託等

被 服 費 職員 3人分

備 消 品 費 油処理剤

燃 料 費 庁用車用ガソリン

法 定 福 利 費 職員 3人の法定福利費

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額 職員 3人の法定福利費引当金繰入額

職員 3人の給料

手 当 職員 3人の手当
賞 与 引 当 金
繰 入 額 職員 3人の賞与引当金繰入額

報 酬 草刈業務報酬

管 渠 費

給 料

下水道事業費用

営 業 費 用

支　　　　　　　　　　出

款 ・ 項 目 節 説 明

延 滞 金 受益者負担金滞納延滞金

その他雑収益 原子力立地給付金等

雑 収 益

長期前受金戻入

長期前受金戻入 補助金等を収益化した額

他会計補助金

一般会計補助金 一般会計繰入金

営 業 外 収 益

その他営業収益

手 数 料 排水設備指定工事店登録手数料等

貸 付 金 排水設備設置資金貸付金

雑 収 益 下水道敷占用料

一般会計負担金 雨水処理負担金

国 庫 補 助 金

国 庫 補 助 金 社会資本整備総合交付金

下水道事業収益

営 業 収 益

下水道使用料

下水道使用料

令 和 ８ 年 度 上 越 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収  益  的  収  入  及  び  支  出

収　　　　　　　　　　入

款 ・ 項 目 節 説 明

下水道使用料、農業集落排水使用料、浄化槽使用料

他会計負担金

税込
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予定額(千円)

21 20,706

22 79,444

29 1,175

32 235

35 19

36 654

39 12

3 1,413,807

1 17,927

2 12,458

3 2,623

6 5,995

7 524

10 228

11 86

13 44,709

14 963

15 281,974

16 92

17 1,872

18 868,792

20 2,016

21 6,777

22 165,125

32 464

35 12

36 1,160

39 10

4 8,638

13 37

18 7,316

22 1,285

6 13,332

2 1,066

5 3,626

6 789

10 94

13 191

14 92

17 80

20 12

21 283

22 77

使 用 料
及 び 賃 借 料

私有車借上料等

修 繕 費 庁用車修繕

通 信 運 搬 費 事業所宛郵便料等

手 数 料 庁用車車検手数料、印紙代

備 消 品 費 下水道検査済証シール等

燃 料 費 庁用車用ガソリン

修 繕 費 浄化槽ろ床槽修繕等

普 及 指 導 費

委 託 料 浄化槽維持管理業務委託

法 定 福 利 費 会計年度任用職員法定福利費

報 酬 会計年度任用職員報酬

浄 化 槽 費

備 消 品 費 マンホール蓋

款 ・ 項 目 節 説 明

負 担 金 下水道技術研修負担金等

保 険 料 建物総合損害共済分担金等

公 課 費 庁用車自動車重量税

厚 生 費 職員健康管理費

使 用 料
及 び 賃 借 料

複写機使用料等

修 繕 費 脱水機修繕等

通 信 運 搬 費 処理場電信電話料等

委 託 料 処理場運転維持管理業務委託等

手 数 料 事業場水質検査手数料等

燃 料 費 非常用発電機用LSA重油等

光 熱 水 費 処理場電気料金等

印 刷 製 本 費 処理場パンフレット印刷

旅 費 旅費

被 服 費 職員 4人分

備 消 品 費 高分子凝集剤等

賞 与 引 当 金
繰 入 額 職員 4人の賞与引当金繰入額

法 定 福 利 費 職員 4人の法定福利費
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額 職員 4人の法定福利費引当金繰入額

公 課 費 庁用車自動車重量税

処 理 場 費

給 料 職員 4人の給料

手 当 職員 4人の手当

材 料 費 常温合材等

負 担 金 排水ポンプ車運用負担金

保 険 料 公共下水道賠償責任保険料等

使 用 料
及 び 賃 借 料

公共下水道用地借上料等

修 繕 費 汚水管渠、雨水幹線、排水樋門修繕等

厚 生 費 職員健康管理費

会計年度任用職員手当手 当

旅 費 費用弁償、旅費
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予定額(千円)

33 2,776

35 2

36 35

37 4,204

39 5

7 157,503

1 21,598

2 10,647

3 2,927

5 1,761

6 7,059

7 585

9 2,689

10 154

11 187

13 36

16 2,247

17 7,300

18 91,828

20 4,593

21 3,525

22 158

32 197

35 12

8 72,757

1 11,153

2 5,263

3 1,504

6 3,578

7 300

8 9,714

10 226

11 27

13 1,307

14 311

15 1,928

16 123

17 1,409

18 17,781

19 70

20 532

21 547

22 422

31 160

手 数 料 コピー使用料金等

使 用 料
及 び 賃 借 料

有料道路使用料等

修 繕 費 庁用車車検修繕等

広 告 料 ガス水道だより

委 託 料 下水道事業資産調査業務委託等

交 際 費 事業管理者交際費

燃 料 費 庁用車用ガソリン

光 熱 水 費 電気料金・水道料金等

印 刷 製 本 費 封筒印刷等

賞 与 引 当 金
繰 入 額 職員 3人の賞与引当金繰入額

被 服 費 職員 3人分

備 消 品 費 事務用消耗品、公営企業関連図書等

款 ・ 項 目 節 説 明

旅 費 旅費

手 当 職員 3人の手当

厚 生 費 職員健康管理費

総 係 費

修 繕 費 検針用機器工具点検修理

負 担 金 研修会負担金等

手 数 料 口座振替手数料等

使 用 料
及 び 賃 借 料

受益者負担金システム機器貸借等

通 信 運 搬 費 VPN回線使用料、使用料等関係郵便料等

委 託 料 下水道使用料徴収業務委託等

備 消 品 費 事務用消耗品等

印 刷 製 本 費 料金徴収関係印刷製本費

旅 費 費用弁償、旅費

被 服 費 職員 5人分

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額 職員 5人の法定福利費引当金繰入額

報 償 費 受益者負担金等前納報奨金

報 酬 会計年度任用職員報酬

法 定 福 利 費 職員 5人の法定福利費

手 当 職員 5人の手当

賞 与 引 当 金
繰 入 額 職員 5人の賞与引当金繰入額

業 務 費

給 料 職員 5人の給料

貸 付 金 排水設備設置資金預託金

公 課 費 庁用車自動車重量税

補 助 金 排水設備工事費助成金、排水設備設置資金利子補給補助金

保 険 料 自動車損害賠償責任保険等

職員健康管理費厚 生 費

給 料 職員 3人の給料

法 定 福 利 費 職員 3人の法定福利費

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額 職員 3人の法定福利費引当金繰入額

退 職 給 付 費 退職給付引当金繰入額

通 信 運 搬 費 専用回線使用料等
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予定額(千円)

32 10,522

34 2

35 148

36 141

37 9

41 5,510

43 70

9 6,247,459

50 6,247,459

10 13,277

52 13,277

2 912,864

1 832,814

56 826,827

57 5,987

2 80,000

59 80,000

3 50

61 50

4 5,000

1 5,000

67 5,000

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　入

予定額(千円)

① 9,815,967

1 5,638,963

1 2,637,310

1 2,637,310

2 1,849,800

1 1,849,800

3 1,024,353

1 1,024,353

4 127,500

1 127,500

3 3,069,996

1 3,069,996

1 3,069,996他会計補助金 一般会計繰入金

他会計補助金

他会計補助金

借 換 債

下水道事業債

特 別 措 置 分

下水道事業債

既存企業債の借換

企業債の特別措置分

公共下水道債

資本費平準化債

下水道事業債

下 水 道 事 業
資 本 的 収 入

企 業 債

建 設 改 良 債

下水道事業債

資本費平準化債

予 備 費

款 ・ 項 目 節 説 明

予 備 費

予 備 費

受益者負担金、使用料過誤納還付金及び還付加算金

消 費 税
及び地方消費税

雑 支 出

その他雑支出

一時借入金利子
消 費 税
及び地方消費税

資 産 減 耗 費

営 業 外 費 用
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

固定資産除却費

企業債償還利息

減 価 償 却 費

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

保 険 料 自動車損害賠償責任保険料等

公 課 費 庁用車自動車重量税

雑 費 新聞購読料

来客用お茶

 貸倒引当金繰入額

 有形固定資産減価償却費

食 糧 費

貸 倒 引 当 金
繰 入 額

款 ・ 項 目 節 説 明

負 担 金 下水道協会負担金、研修会負担金

厚 生 費 産業医報酬等

資 産 減 耗 費

企 業 債 利 息

借 入 金 利 息
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予定額(千円)

5 984,940

1 984,940

1 984,940

7 122,068

1 110,758

1 110,758

2 11,310

1 11,310

予定額(千円)

① 11,888,474

1 3,761,603

1 2,814,633

18 110,984

26 2,536,280

30 167,369

3 803,629

1 12,984

2 4,946

3 1,757

6 3,731

7 349

10 14

11 143

13 42

18 183,401

21 99

26 596,152

35 11

5 143,341

1 38,048

2 18,671

3 5,179

5 1,761

6 12,143

7 1,029

10 355

11 193

13 429

16 165印 刷 製 本 費 内水ハザードマップ印刷

旅 費 費用弁償、旅費

被 服 費 職員 9人分

備 消 品 費 事務用消耗品

手 当 職員 9人の手当

報 酬 会計年度任用職員報酬

法 定 福 利 費 職員 9人の法定福利費

賞 与 引 当 金
繰 入 額

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

職員 9人の賞与引当金繰入額

職員 9人の法定福利費引当金繰入額

厚 生 費 職員健康管理費

建 設 総 係 費

給 料 職員 9人の給料

委 託 料 実施設計業務委託等

使 用 料
及 び 賃 借 料

有料道路使用料等

工 事 請 負 費 下水道センター砂ろ過・消毒設備改築工事等

旅 費 旅費

被 服 費 職員 3人分

備 消 品 費 設計積算用図書

処理場建設改良費

給 料 職員 3人の給料

手 当 職員 3人の手当

法 定 福 利 費 職員 3人の法定福利費
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額 職員 3人の法定福利費引当金繰入額

実施設計業務委託等

工 事 請 負 費 汚水管渠工事、雨水管渠工事、接続桝設置工事等

補 償 金 物件移転補償（ガス管、水道管等）

下 水 道 事 業
資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

管渠建設改良費

委 託 料

支　　　　　　　　　　　出

款 ・ 項 目 節 説 明

下 水 道 事 業
負 担 金

受益者負担金

受益者分担金

下 水 道 事 業
分 担 金

受益者分担金

負 担 金 等

受益者負担金

下 水 道 事 業
国 庫 補 助 金

社会資本整備総合交付金、農業集落排水
施設機能強化国庫補助金等

国 庫 補 助 金

国 庫 補 助 金

賞 与 引 当 金
繰 入 額 職員 3人の賞与引当金繰入額

款 ・ 項 目 節 説 明
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予定額(千円)

17 14

18 61,890

21 2,707

32 682

35 75

2 6,708

1 4,336

76 4,336

2 2,372

84 2,372

4 8,120,163

1 8,120,163

86 8,120,163 企業債元金償還金

工 具 ・ 器 具
及 び 備 品

ファイルサーバ更新等

企業債償還金

企業債償還金

企業債償還金

無 形 固 定 資 産
購 入 費

固 定 資 産
購 入 費

有 形 固 定 資 産
購 入 費

負 担 金 研修会負担金

厚 生 費 職員健康管理費

委 託 料 建設ＣＡＤ保守管理業務委託等

使 用 料
及 び 賃 借 料

市町村積算システム使用料等

通 信 運 搬 費 工事実施通知用郵便料

ソフトウェア 企業会計システム更新等

款 ・ 項 目 節 説 明
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令和８年度上越市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）

（単位：千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は当年度純損失） 110,259

減価償却費 6,247,459

資産減耗費 13,277

引当金の増減額(△は減少) 21,028

長期前受金戻入額 △ 4,601,084

支払利息 832,814

未収金の増減額(△は増加) △ 327,124

未払金の増減額(△は減少) △ 42,074

小計 2,254,555

利息の支払額 △ 832,814

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,421,741

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 3,447,875

無形固定資産の取得による支出 △ 2,157

国庫補助金等による収入 3,808,373

投資活動によるキャッシュ・フロー 358,341

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 6,024,663

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 8,120,163

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還に係る一般

会計からの繰入金による収入 △ 11,097

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,106,597

資金増加額(又は減少額) △ 326,515

資金期首残高 486,215

資金期末残高 159,700

税抜
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給　　与　　費　　明　　細　　書

１　総　　括

法　定

特別職 一般職 報酬 給料 手当 計 福利費

（人） （人） (千円) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0
(4)
28

7,148 114,093 81,467 202,708 40,081 242,789

0
(4)
28

6,817 111,048 82,396 200,261 38,400 238,661

0
(0)

0
331 3,045 △ 929 2,447 1,681 4,128

時 間 外
勤務手当

管理職手当
特殊企業
職 手 当

管理職員特
別勤務手当

期 末 ・
奨励手当

宿日直手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本　年　度 14,136 1,448 0 60 49,716 0

前　年　度 18,360 724 0 87 47,035 0

比　　　較 △ 4,224 724 0 △ 27 2,681 0

住居手当 退職給付費

（千円） （千円）

本　年　度 1,908 9,714

前　年　度 1,902 9,074

比　　　較 6 640

（千円）

1,941

1,584

357

（　）内は短時間勤務職員及び一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常
の勤務時間に比し短い会計年度任用職員（外書）を示す。

前　年　度

比　　　較

手
　
当
　
の
　
内
　
訳

扶養手当

（千円）

2,544

3,630

△ 1,086

区　　分
通勤手当

区　　分

本　年　度

職員数 給  与  費
合　計

区　　分

税込
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（１）会計年度任用職員以外の職員

法　定

特別職 一般職 報酬 給料 手当 計 福利費

（人） （人） (千円) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0
(0)
27

0 111,039 78,200 189,239 37,600 226,839

0
(0)
27

0 108,110 79,522 187,632 35,962 223,594

0
(0)

0
0 2,929 △ 1,322 1,607 1,638 3,245

時 間 外
勤務手当

管理職手当
特殊企業
職 手 当

管理職員特
別勤務手当

期 末 ・
奨励手当

宿日直手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本　年　度 14,136 1,448 0 60 46,689 0

前　年　度 18,360 724 0 87 44,196 0

比　　　較 △ 4,224 724 0 △ 27 2,493 0

住居手当 退職給付費

（千円） （千円）

本　年　度 1,908 9,509

前　年　度 1,902 9,074

比　　　較 6 435

（２）会計年度任用職員

法　定

報酬 給料 手当 計 福利費

(千円) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

7,148 3,054 3,267 13,469 2,481 15,950

6,817 2,938 2,874 12,629 2,438 15,067

331 116 393 840 43 883

期 末 ・
奨励手当

通勤手当 退職給付費

（千円） （千円） （千円）

本　年　度 3,027 35 205

前　年　度 2,839 35 0

比　　　較 188 0 205

（　）内は一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短
い会計年度任用職員（外書）を示す。

手
当
の
内
訳

区　　分

時 間 外
勤務手当

（千円）

0

0

0

比　　　較
(0)

0

1,906

1,549

357

（　）内は短時間勤務職員（外書）を示す。

（人）

本　年　度
(4)

1

前　年　度
(4)

1

職員数 給  与  費
合　計

区　　分 一般職

比　　　較

手
　
当
　
の
　
内
　
訳

扶養手当

（千円）

2,544

3,630

△ 1,086

区　　分
通勤手当

（千円）

区　　分

前　年　度

職員数 給  与  費
合　計

区　　分

本　年　度
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２　給料及び手当の増減額の明細

区分 増減額（千円）

111,039
108,123 改定率 2.70 ％

×100＝ 改定時期

職員数の異動状況（短時間勤務職員を含む）

前年度1月1日
時点職員数

前年度末まで
の増減

年度当初
職員数見込

本年度 27人 0人 27人

前年度 37人 △ 10人 27人

増　減 △ 10人 10人 0人

３　給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

区　　　　分

339,650

令和8年1月1日現在 384,472

43.5

326,743

令和7年1月1日現在 374,297

44.2

（２）初任給

高校卒 199,418

大学卒 230,979

199,418

230,979

平 均 年 齢 （歳）

区　分 企 業 職 (円）
一般会計の制度

一般行政職（円）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

年間の支給割合を0.05月分引上げ

その他の減
少分

△ 3,042
職員構成の変動等による
減少分

企業職

手
 
当

△ 1,322

給与改定に
伴う増加分

1,720
給料及び期末・奨励手当
の改定に伴う増加分

平均昇給率 1.12 ％

その他の減
少分

△ 297
職員構成の変動等による
減少分

増減事由別内訳（千円） 説　　明 備　　考

給
　
　
　
　
　
料

2,929

給与改定に
伴う増加分

2,916
( -1 )

　給料の改定状況（前年度）

{2.70 令和7年4月1日

昇給に伴う
増加分

310
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（３）級別職員数

企　業　職

職員数 構成比

（人） （％）

８級

７級

６級 2   7.4  

５級 2   7.4  

４級 11   40.8  

３級 4   14.8  

２級 4   14.8  

１級 4   14.8  

計 27   100.0  

８級

７級

６級 2   5.4  

５級 6   16.2  

４級 13   35.2  

３級 9   24.3  

２級 4   10.8  

１級 3   8.1  

計 37   100.0  

（級別の基準となる職務）

区　分 ８級 ７～６級 ５級 ４級 ３級 ２～１級

係　長

企業職 局　長 課　長 副課長 主　任 主　事

主　任

（令和8年1月1日現在）

区   分
級

令和8年1月1日現在

令和7年1月1日現在
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（４）昇給

合　計 企業職

(Ａ)(人) 27 27

(Ｂ)(人) 22 22

1号給(人) 1 1

2号給(人)

3号給(人)

号給数別内訳 4号給(人) 21 21

5号給(人)

6号給(人)

7号給(人)

8号給以上(人)

(％) 81.5 81.5

(Ａ)(人) 27 27

(Ｂ)(人) 22 22

1号給(人)

2号給(人)

3号給(人)

号給数別内訳 4号給(人) 22 22

5号給(人)

6号給(人)

7号給(人)

8号給以上(人)

(％) 81.5 81.5

（５）期末手当・奨励手当

支給率計

6月(月分） 12月(月分） （月分）

2.325
（1.225）

2.325
（1.225）

4.65
（2.45）

2.300
（1.200）

2.300
（1.200）

4.60
（2.40）

2.325
（1.225）

2.325
（1.225）

4.65
（2.45）

※（　）内は再任用職員の支給率

本　年　度 有

前　年　度 有

一般会計の制度 有

備　考区　　　　分
支給期別支給率 職制上の段階、職務の

級等による加算措置

前
年
度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

 比　　率　　（Ｂ）／（Ａ）

区　　　　　　分

本
年
度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

 比　　率　　（Ｂ）／（Ａ）
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（６）定年退職及び早期退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

（７）その他の手当

通勤手当 同　　じ

扶養手当 同　　じ

住居手当 同　　じ

同　　じ
（支給率等)

区　　　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

一般会計の制度
24.586875 33.27075 47.709 47.709

区　　　　分 その他の加算措置等 備　考

支給率等
定年前早期退職特例
措置(3%～45%加算)
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債務負担行為に関する調書

期 間 金 額 期 間 金 額

下水道使用料、
企業債、他会計
補助金、国庫補

助金

千円 千円 千円 千円

浄化センター運転管理費
（公共：柿崎・大潟）

187,500
令和9年度から
令和10年度まで

187,500 187,500

浄化センター運転管理費
（特環：中郷・名立）

112,000
令和9年度から
令和10年度まで

112,000 112,000

板倉浄化センター運転管
理費

41,000 令和9年度 41,000 41,000

機能高度化事業 1,724,747
令和9年度から
令和10年度まで

1,724,747 1,724,747

事　項 限度額

左の財源内訳
前年度末までの支払

義務発生（見込）額

当該年度以降の支

払義務発生予定額

税込
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令 和 ８ 年 度 上 越 市 下 水 道 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表

  ( 令 和 ９ 年 ３ 月 ３１日 現 在 ）

（単位:千円）

資　　産　　の　　部

1

(1)

1 5,241,768

2 5,182,335

△ 1,257,148 3,925,187

3 193,302,839

△ 36,885,482 156,417,357

4 12,098,059

△ 5,944,487 6,153,572

5 37,075

△ 33,520 3,555

6 39,136

△ 16,678 22,458

7 543,751

172,307,648

(2)

1 1

2 29,752

3 2,157

31,910

172,339,558

2

(1) 159,700

(2) 732,056

△ 14,060 717,996

(3) 350

878,046

173,217,604

建 設 仮 勘 定

流 動 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

資 産 合 計

未 収 金

前 払 費 用

固 定 資 産 合 計

貸　倒　引　当　金

車 両 運 搬 具

工具・器具 及び 備品

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

地 上 権

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

税抜税抜
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負　　債　　の　　部

1

(1)

1 68,122,118

68,122,118

(2)

1 18,914

18,914

68,141,032

2

(1)

1 7,714,080

7,714,080

(2) 811,834

(3)

1 15,693

2 8,597

24,290

(4) 1,200

8,551,404

3

(1) 125,364,320

△ 33,540,940

91,823,380

168,515,816

資　　本　　の　　部

1

(1)

1 315

2 2,609,834

2,610,149

(2)

1 当年度未処分利益剰余金 2,091,639

2,091,639

4,701,788

4,701,788

173,217,604

繰 延 収 益 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計

流 動 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

固 定 負 債 合 計

繰 延 収 益

受 贈 財 産 評 価 額

国 庫 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

引 当 金
賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

法 定 福 利 費 引 当 金

負 債 合 計

預 り 金

長 期 前 受 金
長期前受金収益化累計額

固 定 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
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令 和 ７年 度 上 越 市 下 水 道 事 業 会 計 予 定 損 益 計 算 書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

（単位:千円）

1

(1) 3,297,233

(2) 161,470

(3) 38,784

(4) 4,310 3,501,797

2

(1) 324,894

(2) 1,208,295

(3) 7,677

(4) 12,758

(5) 144,506

(6) 90,643

(7) 6,142,013 7,930,786

 4,428,989

3

(1) 858,478

(2) 4,605,730

(3) 4,217 5,468,425

4

(1) 843,396

(2) 22,863 866,259 4,602,166

173,177

5

(1) 5 5 △ 5

173,172

1,808,208

1,981,380

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

（ 当 年 度 純 利 益 ）

（前年度繰越利益剰余金）

（当年度未処分利益剰余金）

営 業 外 収 益

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債
取 扱 諸 費

雑 支 出

（ 経 常 利 益 ）

営 業 費 用

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

国 庫 補 助 金

そ の 他 営 業 収 益

管 渠 費

処 理 場 費

浄 化 槽 費

普 及 指 導 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

（ 営 業 損 失 ）

税抜
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令 和 ７ 年 度 上 越 市 下 水 道 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表

  ( 令 和 ８ 年 ３ 月 ３１日 現 在 ）

（単位:千円）

資　　産　　の　　部

1

(1)

1 5,241,768

2 4,747,358

△ 1,066,814 3,680,544

3 190,742,138

△ 31,424,358 159,317,780

4 11,663,082

△ 5,353,134 6,309,948

5 37,075

△ 31,157 5,918

6 35,193

△ 14,393 20,800

7 543,751

175,120,509

(2)

1 1

2 29,752

29,753

175,150,262

2

(1) 486,215

(2) 404,932

△ 8,550 396,382

(3) 350

882,947

176,033,209資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

前 払 費 用

流 動 資 産 合 計

貸　倒　引　当　金

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

地 上 権

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

工具・器具 及び 備品

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

税抜
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負　　債　　の　　部

1

(1)

1 69,640,527

69,640,527

69,640,527

2

(1)

1 8,291,171

8,291,171

(2) 853,908

(3)
1 9,200
2 15,434

3 3,052

27,686

(4) 1,200

9,173,965

3

(1) 121,567,044

△ 28,939,856

92,627,188

171,441,680

資　　本　　の　　部

1

(1)

1 315

2 2,609,834

2,610,149

(2)

1 当年度未処分利益剰余金 1,981,380

1,981,380

4,591,529

4,591,529

176,033,209

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

国 庫 補 助 金

長期前受金収益化累計額

長 期 前 受 金

引 当 金
退 職 給 付 引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

未 払 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計
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注  記  表 

  

Ⅰ．重要な会計方針 

１ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

・減価償却の方法  定額法による。 

・主な耐用年数 

建物          １８～５０年 

構築物                １０～５０年 

機械及び装置       ６～５０年 

工具・器具及び備品    ４～２０年 

車両運搬具          ４～６年 

（２）無形固定資産 

・減価償却の方法  定額法による。 

・主な耐用年数 

ソフトウェア                    ５年 

 

２ 引当金の計上方法 

（１）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当す

る金額を計上している（なお、一般会計が負担すると見込まれる金額１７０，５６０千

円を除く。） 

（２）賞与引当金 

職員の期末手当及び奨励手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基

づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

（３）法定福利費引当金 

職員の期末手当及び奨励手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末におけ

る支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

（４）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権とし、過去３か年の貸倒実績率の

平均値により回収不能額を計上している。なお、貸倒懸念債権等特定の債権については、

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

  

 ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記 

   該当なし 
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Ⅲ．予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内           

に償還予定のものを含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 

１６，８９２，３２２千円である。 

 

２ 引当金の取崩し 

（１）賞与引当金の取崩し 

令和８年度において、前年度までに発生した期末手当及び奨励手当として 

１５，４３４千円を支給することが見込まれるため、賞与引当金１５，４３４千円を

取り崩す予定。 

  （２）法定福利費引当金の取崩し 

令和８年度において、前年度までに発生した期末手当及び奨励手当に対する法定福

利費として３，０５２千円を支出することが見込まれるため、法定福利費引当金 

３，０５２千円を取り崩す予定。 

 

 

Ⅳ．セグメント情報の開示 

１ 報告セグメントの概要 

下水道事業では、公共下水道事業、農業集落排水事業及び浄化槽事業を運営しており、

各事業で運営方針を決定していることから、公共下水道事業、農業集落排水事業及び浄化

槽事業の３つを報告セグメントとしている。 

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。 

 

事 業 区 分 事 業 の 内 容 

公共下水道事業 公共下水道計画区域において汚水及び雨水を処理する業務 

農業集落排水事業 農業集落排水処理施設において汚水を処理する業務 

浄化槽事業 上記以外において合併処理浄化槽を使用し、汚水を処理する業務 
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２ 報告セグメントごとの営業収益等 

   当年度（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）              税抜 

（単位：千円）

公共下水道事業 農業集落排水事業 浄化槽事業 合 計

営業収益 3,026,999 515,495 6,030 3,548,524

営業費用 6,215,990 1,926,069 12,895 8,154,954

営業損益 △ 3,188,991 △ 1,410,574 △ 6,865 △ 4,606,430

経常損益 23,488 91,771 0 115,259

セグメント資産 144,251,739 28,918,943 46,922 173,217,604

セグメント負債 125,583,460 42,753,387 178,969 168,515,816

その他の項目

　他会計繰入金 2,927,559 1,212,783 6,381 4,146,723

　減価償却費 4,928,741 1,313,736 4,982 6,247,459

　支払利息 738,734 93,212 868 832,814

　特別損失

　有形固定資産

　及び無形固定資産 2,989,129 460,893 0 3,450,022

　資産の増加額  

 

 Ⅴ 減損損失 

     該当なし 

   

 Ⅵ リース契約により使用する固定資産 

  １ リース取引の処理方法 

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引はない。 

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃 

貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

   

 Ⅶ その他の注記 

     該当なし 
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